
和歌山県の推計人口（令和6年1月1日現在） 

総　 数  889,487人　（男419,231人、女470,256人）　

世帯数　395,811世帯

　

＜１５歳以上の就業状況＞

注１）「有業者」とは，ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日(令和4年10月1日)以降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者をいう。 
注２）「生産年齢人口」とは、15～64歳の人口 
注３）有業率（生産年齢人口） ＝ 15～64歳の有業者数 ÷ 15～64歳の人口 × 100 

＜非正規の職員・従業員について＞

　和歌山県の「非正規の職員・従業員」は、１３９,５００人（全国２１,１１０,３００人）で、前回調査より１,９００人の減少（全国
２１５,４００人の減少）となりました。
　「会社などの役員を除く雇用者」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は、３８.０％（全国３６.９％）で、３２位でした。
　過去２０年間の「非正規の職員・従業員」の割合の推移を見ると、和歌山県については平成１４年の３０.３％から平成２９
年の３９.３％まで上昇を続けていましたが、令和４年は３８．０％に下降しました。
　全国についても平成１４年の３１.９％から平成２９年の３８.２％まで和歌山県と同様に上昇を続けていましたが、令和４年は
３６．９％に下降しました。
　なお、和歌山県と全国の比較では、今回、前回及び前々回と３回続けて和歌山県の割合が全国を上回っています。

　就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資
料を得ることを目的に、昭和３１年から昭和５７年まではおおむね３年ごと、昭和５７年以降は５年ごとに実施して
おり、今回は１８回目に当たります。
　令和４年就業構造基本調査は、全国の約５４万世帯（１５歳以上の世帯員約１０８万人）を対象に令和４年１０
月１日現在で実施しました。
　なお、県内では、北山村を除く２９市町で約1万世帯が対象となりました。

　和歌山県の有業者は４６０,３００人で、平成２９年と比べると、４,８００人(１.１％）の減少となっています。有業者を男女別に見
ると、男性が５,５００人減少しているのに対し、女性は７００人増加しています。
　有業率（生産年齢人口）は、７７.４％（全国７８.３％）で全国３６位となっています。
　有業者数は、平成９年をピークに減少が続いています。
　有業率（生産年齢人口）は、平成１４年を底に増加が続いています。
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＜育児をしている女性の就業状況＞

　
注４）「育児をしている」とは、小学校入学前の未就学児を対象とした育児（乳幼児の世話や見守りなど）をいい、孫やおい・めい、弟妹の世話などは含まない。

＜介護をしている者の就業状況＞

　その他、令和４年就業構造基本調査の全国結果及び各種統計表につきましては、総務省統計局ホームページ
（https://www.stat.go.jp/）を御覧ください。

　和歌山県で、介護をしている者は、４７,４００人（全国６,２８８,０００人）で、前回調査より５，４００人減少（全国
１１,７００人増加）しています。
　介護をしている者の有業率について見ると、和歌山県は５５.３％（全国５８.０％）で全国３９位でした。
　前回調査との比較では、有業率は３.２％上昇（全国では、２.８％上昇）しています。
　和歌山県の年齢階層別介護をしている者の有業率を見ると、男性は、３０歳未満と６０～６４歳の階層で上昇して
います。
　女性は、４５歳以上の階層全てで上昇しています。

介護をしている者の人数及び有業率

　育児をしている女性の有業率について見ると、和歌山県は７１.１％（全国７３.４％）で全国３８位です。
　前回調査との比較では、有業率は５.９％上昇（全国では、９.２％上昇）しています。
　年齢階層別に県の有業率を見ると前回調査からほとんどの年齢階層で上昇しています。
　年齢階層別の有業率を全国と比較して見ると特に１５～２４歳と５０歳以上の階層で全国より高く、２５～２９歳と
４５～４９歳の階層で低くなっています。
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平成２９年 65.2% 64.2%
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令和４年 47,400 55.3% 6,288,000 58.0%
平成２９年 52,800 52.1% 6,276,300 55.2%
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１ 鉱工業生産指数

  平成27(2015)年=100 （原　指　数）
令和元(2019) 102.7 110.3 94.3 100.8 100.5 95.4 102.2 111.6 100.1

2(2020) 88.9 81.3 92.6 85.0 92.6 76.5 111.9 100.0 91.3
3(2021) 88.4 78.1 92.2 89.9 85.6 68.6 113.7 105.4 95.9
4(2022) 97.2 83.9 90.9 98.2 95.8 110.6 106.1 105.3 94.7

 2023.          4 95.1 78.6 42.5 93.4 96.6 100.3 96.9 106.5 91.6
              5 96.5 83.5 33.7 95.8 100.2 98.7 101.8 101.4 89.6
              6 89.1 81.5 90.2 89.7 99.6 99.4 103.9 106.2 91.6
              7 90.4 87.4 43.6 81.8 101.4 102.7 106.7 103.7 89.6
              8 90.8 76.3 83.6 90.6 88.5 91.8 99.8 102.9 93.0
              9 90.2 85.1 69.5 86.2 85.2 110.2 97.2 103.0 94.1

10 p　91.3 78.5 64.2 96.2 90.7 123.1 97.2 105.6 91.1
11 p　87.7 76.7 89.5 100.0 p　 79.9 20.1 98.0 104.2 89.6

注1)  「p」は速報値、「ｒ」は改定値です。
注2) 和歌山県については令和4(2022)年分は年間補正後、令和5(2023)年1月以降は季節調整替後の値となっていますので、取扱にはご注意ください。
注3) 近畿分については、令和4(2022)年8月分公表時から、年間補正済及び季節調整替済の値となっています。
注4) 全国については2023年4月分から、2015年基準から2020年基準へ改定されていますので取扱にはご注意ください。

２ 景気動向指数
景気先行指数

新指標CI DI CLI
2015年=100

平成28(2016) 106.2 51.8 100.0
29(2017) 106.3 58.9 100.8
30(2018) 105.4 48.2 100.8

令和 元(2019) 102.9 47.6 100.7
 ２(2020) 78.9 43.5 97.5
 ３(2021) 88.7 63.7 100.6
 4(2022) 99.8 51.2 101.7

   2023.     5 105.0 50.0 98.4
6 102.4 57.1 98.2
7 101.9 42.9 98.2
8 102.7 42.9 98.2
9 101.4 42.9 98.3

10 99.7 42.9 98.5

注1) CI：各指標の前月比での変化率を１つの指標に合成したもの。景気の変動の相対的な大きさやテンポを示します。
DI：景気に敏感な経済指標を３ヶ月前と比較し、５０％を基準に景気判断する方法。景気の方向性を示します。
CLI：地域の景気動向を的確・早期に把握するために作成されたOECD基準の景気先行指数です。(資料出所　関西学院大学産業研究所)

注2) 新指標CIは、平成18年1月から作成しています。
（それ以前の数値をご利用になる方は、引き続き旧指標CIも作成していますので、調査統計課までお問い合わせください。）
全国(CI)は、令和5年5月より基準年が平成27(2015)年から令和2(2020)年に変更となり、遡及改定されています。

３ 消費者物価指数，家計消費支出

全  国

二人以上の世帯 勤労者世帯 勤労者世帯
(2015年=100) (2020年=100)      千円      千円      千円

平成27(2015) 98.7 98.2 99.1 98.5 100.0 99.7 278.5 327.1 315.4
28(2016) 98.9 98.1 99.1 98.2 100.3 96.2 247.2 274.4 309.6
29(2017) 99.4 98.6 99.3 98.7 101.0 98.4 238.9 275.0 313.1
30(2018) 100.2 99.5 99.9 99.5 102.2 101.0 224.9 248.6 315.3

令和元(2019) 100.0 100.0 100.1 100.2 103.3 101.2 242.2 263.7 323.9
　　 2(2020) 100.0 100.0 100.0 100.0 104.2 100.0 245.5 290.7 305.8
　　 3(2021) 99.7 99.8 99.6 99.8 105.1 104.6 225.7 252.4 309.5
　　 4(2022) 101.3 102.3 101.1 102.1 106.9 114.7 263.9 311.0 320.6

uy67
 2022.   11 103.4 103.9 102.8 103.8 107.7 119.2 277.2 337.4 308.1

              12 103.4 104.1 102.8 104.1 107.8 119.9 293.9 329.4 353.8
 2023.     1 103.8 104.7 103.2 104.3 107.5 119.9 235.4 267.3 331.1
              2 103.0 104.0 102.3 103.6 107.7 119.6 216.8 284.7 298.7
              3 103.1 104.4 102.7 104.1 108.5 119.7 259.5 327.3 340.0
              4 103.2 105.1 102.9 104.8 108.8 120.1 274.2 306.3 334.2
              5 103.4 105.1 103.2 104.8 108.8 119.3 216.8 296.4 311.8
              6 103.3 105.2 103.2 105.0 108.6 119.2 243.4 254.2 298.4
              7 103.7 105.7 103.5 105.4 109.2 119.5 317.7 398.0 306.3
              8 104.1 105.9 103.7 105.7 109.4 119.8 252.5 293.1 311.5
              9 104.2 106.2 103.6 105.7 109.4 119.6 257.5 308.2 311.7

              10 105.1 107.1 104.3 106.4 110.0 119.3 239.0 259.9 330.6
              11 105.1 106.9 104.4 106.4 110.3 119.6 265.7 285.0 301.7

注1) 勤労者世帯とは「二人以上の世帯のうち、勤労者世帯」を指します。
注2) 企業向けサービス価格指数の「r」は訂正値です。 
注3) 国内企業物価指数は、遡及して訂正される場合がありますので留意願います。
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国内企業
物価指数

家計消費支出（月平均）
総合 生鮮食品を除く総合 　(農林漁家世帯を含む)　

和歌山市 全  国 和歌山市 全  国
和歌山市

企業向け
サービス

価格指数

年.月 景気動向指数

年.月

消費者物価指数  消費者物価指数

指　　標　　の　　動　　向

年.月 和歌山県
製造工業

全  国
製造工業

近  畿
製造工業鉄  鋼 金属製品 機  械 化  学 石油･石炭 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

（原　指　数）

(季節調整済指数) (季節調整済指数)

（出典：＜和歌山県＞和歌山県鉱工業生産指数、＜近畿＞近畿経済産業局、＜全国＞経済産業省）
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４ 賃金, 労働時間
(常用労働者数30人以上の事業所，調査産業計常用労働者1人月平均)

前年(同月)比  総実   うち   うち  総実   うち
和歌山県 全国  労働時間 所定内 所定外  労働時間 所定内

千円 千円 ％ ％ 時間 時間 時間 時間 時間
平成27(2015) 309.1 361.7 -1.1 0.1 149.8 136.9 12.9 148.7 135.8

28(2016) 310.0 365.8 0.4 1.1 148.7 135.2 13.5 148.5 135.8
29(2017) 301.6 368.0 -2.6 0.5 146.0 133.4 12.6 148.4 135.7
30(2018) 312.3 372.2 3.5 1.2 143.6 131.5 12.1 147.4 134.9

令和元(2019) 309.3 371.5 -0.9 -0.2 143.6 132.6 11.0 144.5 132.1
2(2020) 307.1 365.1 -0.6 -1.7 140.2 130.3 9.9 140.4 129.6
3(2021) 324.2 368.5 5.4 1.0 145.9 135.0 10.9 142.4 130.8
4(2022) 325.1 379.7 0.4 3.1 144.0 131.8 12.2 143.2 131.0

 2022.   11 291.4 328.4 5.3 3.0 148.5 135.2 13.3 146.0 133.4
12 590.1 702.0 -0.6 5.0 146.8 133.4 13.4 144.2 131.6

 2023.     1 284.7 316.3 0.7 2.1 134.8 123.1 11.7 135.7 123.9
2 275.9 309.5 5.9 1.4 140.3 128.1 12.2 139.7 127.7
3 284.3 335.7 0.1 1.4 142.5 130.5 12.0 145.8 133.3
4 273.4 325.0 1.9 1.0 149.6 136.8 12.8 148.3 135.7
5 272.1 327.3 -1.0 4.1 144.2 129.3 14.9 140.9 129.2
6 464.3 580.9 -9.8 3.4 154.8 139.0 15.8 149.7 137.8
7 343.5 446.5 4.1 1.6 149.7 134.2 15.5 146.3 134.3
8 283.1 318.0 4.2 1.4 142.7 128.3 14.4 139.3 128.1
9 266.4 317.5 0.6 1.2 149.4 134.2 15.2 143.4 131.4

10 269.1 319.8 0.5 2.2 148.8 133.2 15.6 146.4 133.9
11 287.8 330.7 -1.2 0.7 150.4 134.6 15.8 146.3 134.0

注1） 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しません。
注2） 令和5年１月に30人以上規模の事業所の部分入替えを行ったため、公表値に断層が生じています。

５ 労働力需給
(新規学卒者を除きパートタイムを含む。)

求 人 倍 率 求　職　者　数 求　人　数 求 人 倍 率
新　　規 有　　効 新　　規 有　　効 新　　規 有　　効 新　　規 有　　効

倍 倍 人 人 人 人 倍 倍
平成27(2015) 1.62 1.05 3,596 14,797 5,829 15,467 1.80 1.20

28(2016) 1.78 1.16 3,451 14,246 6,141 16,577 2.04 1.36
29(2017) 1.93 1.27 3,262 13,518 6,289 17,110 2.24 1.50
30(2018) 2.01 1.34 3,140 12,970 6,307 17,355 2.39 1.61

令和元(2019) 2.15 1.41 3,017 12,699 6,477 17,920 2.42 1.60
2(2020) 1.78 1.05 3,078 14,373 5,493 15,107 1.95 1.18
3(2021) 1.91 1.09 3,088 14,876 5,898 16,195 2.02 1.13
4(2022) 1.94 1.15 3,112 14,777 6,051 16,977 2.26 1.28

(季節調整済指数) (季節調整済指数)
 2022.    11 1.90 1.15 2,613 14,127 5,800 17,464 2.38 1.35

12 1.90 1.14 2,137 13,077 5,463 16,517 2.38 1.36
 2023.      1 2.07 1.16 3,105 13,231 6,056 16,218 2.38 1.35
               2 1.95 1.20 3,037 13,495 5,965 16,428 2.32 1.34
               3 1.93 1.19 3,455 14,334 6,412 17,008 2.29 1.32
               4 1.92 1.17 4,177 15,195 5,749 16,419 2.23 1.32
               5 1.88 1.16 3,176 15,122 5,385 16,156 2.36 1.31
               6 2.01 1.13 2,909 14,776 5,751 15,751 2.32 1.30
               7 1.95 1.10 2,834 14,521 5,638 15,635 2.27 1.29
               8 1.84 1.13 2,860 14,582 5,653 16,056 2.33 1.29
               9 1.88 1.11 2,961 14,788 5,889 16,428 2.22 1.29

               10 2.03 1.09 3,052 14,944 6,434 16,880 2.24 1.30
11 1.74 1.07 2,612 14,410 5,589 16,755 2.26 1.28

注）各月の求人倍率：令和５年版の季節調整値に改訂済。各年の数値：暦年に統一(令和5年6月号以降）

６ 県内主要経済指標

百貨店・ 企　業  倒　産
公共工事 スーパー販売額
請負金額 非居住専用 (百貨店+スー

注） （併用等を含む）    パー)  
億円 千㎡ 千㎡ 戸 千㎡ 百万円 件 百万円

平成27(2015) 1,531 457 444 4,909 459 124,228 83 23,306
28(2016) 1,429 486 326 4,806 483 125,341 93 7,262
29(2017) 1,293 433 289 4,539 439 123,655 77 6,101
30(2018) 1,488 472 403 4,935 483 121,096 80 14,348

令和元(2019) 1,585 502 424 5,188 507 118,759 86 3,174
　2(2020) 1,847 428 306 4,514 432 113,293 90 9,658
　3(2021) 1,806 450 297 4,591 449 109,261 63 12,197
　4(2022) 1,584 451 297 4,758 454 108,959 73 6,063

 2022.   11 59 32 18 338 33 9,204 1 50
               12 44 36 26 444 39 10,784 8 225

 2023.     1 65 31 20 354 32 10,435 4 146
               2 66 36 22 378 36 8,669 6 230
               3 285 24 11 271 23 8,588 8 318
               4 206 29 18 312 29 8,835 3 30
               5 163 41 15 278 26 8,846 7 191
               6 155 22 13 225 22 8,845 4 227
               7 150 37 21 390 37 9,337 7 70
               8 102 35 19 415 35 9,608 5 115
               9 177 32 32 346 32 8,721 9 740

               10 106 40 45 446 39 8,848 11 458
               11 92 31 22 325 31 9,225 8 501

注）西日本建設業保証（株）の前払金保証実績による請負金額です。

件数 負債総額 

年.月
和　歌　山　県 全　国

年.月
建築物着工床面積 新設着工住宅 東京商工リサーチ和歌山支店調べ

居住専用 戸数 床面積

年.月
現 金 給 与 総 額  和歌山県  全国

 和歌山県 全国


